○水道料金の軽減及び免除取扱要綱（抜粋） 
(軽減又は免除の対象) 

第2条 条例第19条第1項に規定する水道使用者等の善良な管理者の注意義務を怠っていない場合において、料金の軽減又は免除の対象は、次の各号のいずれかに該当する場合とする。 

(1) 地下埋設管等での漏水のため、使用者がその箇所を発見することが困難であると水道事業管理者(以下「管理者」という。)が認める場合 

(2) 地震等による災害が原因で給水装置が破損し、漏水があった場合 

(3) 2次側メーターユニオン(量水器取付部分)からの漏水があった場合 

(4) 管理者が施工した配水管工事等により生じた濁り水を、管理者の指示により放水した場合 

(5) その他管理者が特に必要と認める場合 

2 次の各号のいずれかに該当する場合は、料金の軽減又は免除は行わない。 

(1) 指定給水装置工事事業者以外の者が修理を施工した場合 

(2) 漏水を承知しながら修理を怠っていた場合 

(3) 不正工事により施工された給水装置により漏水があった場合 

(4) 漏水の発見が容易であると判断される場合 

(5) その他管理者が軽減又は免除することが適当でないと認める場合 
(軽減する期間)
第4条　漏水による軽減は、漏水箇所を修理した月を含むメーター点検の直前のメーター点検及びその前期又は後期のいずれか使用水量の多いメーター点検の2点検分を限度とする。
(申請) 

第6条 水道の使用者が料金の軽減又は免除を受けようとするときは、水道料金軽減(免除)申請書(様式第1号)に次の書類を添えて管理者に申請しなければならない。ただし、地震等の災害によるものにあっては、この限りでない。 

(1) 指定給水装置工事事業者の発行する漏水修理工事証明書(様式第2号)及び修理代金の領収書 

(2) 漏水箇所の状況が分かる修理前及び修理後の写真 

2 水道の使用者が管理者に対して行う前項の申請は、2年間に1件を超えることができない。ただし、管理者がやむを得ない原因によると認めた漏水にあってはこの限りでない。
